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研究成果の概要（和文）：　看護退院サマリーを活用した生活支援システムの構築を目的とし、看護師を対象とした質
問紙調査(n=173)と在宅療養から再入院した患者を対象とした面接調査(n=29)を実施し、在宅療養へつなぐ｢私の療養生
活手帳｣を作成した。
　質問紙調査から患者に適した社会資源の利用の情報収集が困難な看護師は17.4%と多く、面接調査から患者の状態に
あった入浴法など日常生活上の情報に関するニーズが求められた。これらの結果を考慮し、７章構成の手帳を作成した
。第１章は入院中に提示された「退院後に気をつけること」の記載枠を、第2章以降は入浴などの日常生活動作や服薬
上の留意点、社会資源の利用法などの記載枠を設けた。

研究成果の概要（英文）：With the aim of establishing a daily living support system that uses nurses' patie
nt discharge summaries, we conducted a questionnaire survey of nurses (n = 173) and interviews of patients
 re-hospitalized after home care. We then developed a "recuperation notebook" for use in home care. The qu
estionnaire survey revealed that 17% of nurses had experienced difficulty in gathering information on the 
use of social resources appropriate to patients, while the interviews showed needs for information on dail
y living activities such as bathing that is suited to patients' circumstances. Using these results, we pre
pared a notebook consisting of 7 chapters. The first chapter is a box to write "Things to be careful about
 after leaving the hospital" that the patient is told during hospitalization. The remaining chapters give 
space for writing things related to bathing and other daily living activities, taking medicines, how to us
e social resources, and other matters that patients should note. 
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１．研究開始当初の背景 
急性期病院では医療費の適正化の対応策

の一つとして早期退院が求められている。急
性期病院の一般病床の平均在院日数は 1994
年には 34.4 日であったが 2008 年には 18.8
日と年々短縮 1)している。人口千人当たり病
床数を G7 先進諸国で比較すると、病院等病
床数は 13.9（日本）、3.1(アメリカ)～8.2(ド
イツ)で、介護施設等病床数は 5.7(日本)、
2.9(イギリス)～9.7(ドイツ)であり 2)、日本
では病院等病床数は先進諸国の 1.7～4.5 倍
と多いのに対して介護施設等の病床数は 0.6
～2.0 倍と介護施設等での受け皿が少ない状
況である。 
これらのことから、病状がやや不安定な状

態で退院して在宅での療養生活となってい
ることがうかがえる。また、入院期間が短縮
した一方で再入院率と退院後の高度看護施
設入所率が上昇したとの報告 3)がある。早期
から適切な退院計画を行うためには、退院調
整に大きな役割を担っている病棟看護師が
患者の退院計画に関心を持ち、退院時には患
者に適した今後の療養生活支援を含めた情
報提示が求められる。 
平成 22 年度診療報酬改定では、重点課題

2-3.地域の医療機関の連携に対する評価の
中に「退院調整に係る評価」があり、1)従来
の退院調整加算について、看護師及び社会福
祉士による手厚い体制で退院調整を行う場
合の評価と、2) 病状の安定が見込まれた患
者に対し、必要に応じて医療と介護が切れ目
なく提供されるよう、介護保険サービスの活
用も含めて支援する観点から新たな評価の
視点が新設されている 4)。また、本改訂の 4
つの視点の中で「患者からみて分かりやすく
納得でき、安心・安全で生活の質にも配慮し
た医療を実現する」があげられている。退院
後に在宅療養する者に対して、その療養生活
を退院時にわかりやすく説明することが求
められている。 
これらの診療報酬改定に伴い、地域連携室

が設置される医療機関が次第に増え、患者お
よびその家族への退院調整として地域や在
宅での療養の連携をはかっている。病院を離
れた在宅療養者は、居宅介護施設等の介護支
援専門員等によって介護方法・施設のセッテ
ィングをされるものの患者の実生活までフ
ォローできていないのが現状である。そのた
め、病院を退院して実生活に適応できなくて
困る患者も少なくない。 
地域の薬局では、在宅療養者から処方箋の

みを持参されても患者の診療情報がわから
ず、服薬指導が困難である 5)と報告がある。
大腿骨頸部骨折や脳卒中など疾患をもとに
した地域連携パスは従来より用いられてい
るが、服薬を含めた生活支援を中心とした退
院調整システムはみあたらない。 
入院中の医療者のアドバイスを患者に的

確に伝えることは、在宅療養へと無理のない
生活支援につながる。入院生活の総括である

看護退院サマリーの内容を在宅療養へとつ
なぐ情報の一つとして患者本人に提供し、さ
らに従来から行われていた地域連携室また
は病棟での患者およびその家族に対しての
施設紹介に加えて、患者が在宅療養生活に入
るための十分なフォロー体制の構築、関係者
づくり、および、情報提供を行っていく必要
があると考え、本研究課題を着想した。 
 
２．研究の目的 
退院後に在宅療養が必要な者に対して、看

護師の退院時サマリーを活用した生活支援
システムを構築することを目的とする。シス
テム開発の主な視点は、在宅療養をしてゆく
者への生活支援や地域社会資源の利用時の
活用である。患者が保持する手帳『私の療養
生活手帳（仮称）』を作成し、院内病棟から
地域連携室を通して患者の生活を支援する
システムの構築である（図） 
 
 
 
 
 
 
 
図 在宅療養者のための看護退院サマリー
を活用した生活支援システム 
 
３．研究の方法 
研究計画申請時に予定の研究方法は、アク

ションリサーチを用いて病棟看護師の退院
サマリーを患者の在宅療養生活支援と医療
職種間連携支援に活用できるように発展さ
せることであった。しかし、病院に勤務する
病棟看護師がアクションリサーチに参加す
る時間的確保が困難であったことから、病棟
看護師を対象とした質問紙調査(n=173)と在
宅療養から再入院した患者を対象とした面
接調査(n=29)を実施し、その結果をもとに在
宅療養へつなぐ｢私の療養生活手帳｣を作成
した。 
 
(1)病棟看護師の退院支援に関する調査（平
成 23 年度） 
急性期病院における病棟看護師の退院支

援に関する自己評価を職位、経験年数別に把
握し、退院支援対策に資することを目的とし
て、平成 24 年 2 月から同年 3 月に郵送法に
よる質問紙調査を実施した。 
①研究対象 
対象者は退院支援にかかわる機会のある

病棟看護師とした。退院支援に関する院内の
手順や必要な書式は施設により異なるため、
研究対象施設は急性期病院 1 施設に限定し、
外来や一時的な治療・療養室である NICU・
ICU・手術室、産科に配置の看護師を除いた。 
②調査項目 
本質問紙において、「患者」とは「過去 1 年
間に受け持った回復期・慢性期に入った時の
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治療の継続や障害が残った場合の長期療養
が必要な患者」とした。質問紙の調査項目は、
対象施設で現行で用いられている書式や用
語をもとに、1)回答者の基本属性、2)退院支
援が必要な患者の退院後療養生活について
の予測、3)退院支援についての情報収集やア
セスメントの難易度、4)看護退院サマリーの
記録および他職種の意見の反映とした。 
 
(2)病院で現在稼働している退院調整スクリ
ーニング支援システムに関する検討（平成 24
年度） 
病棟看護師の退院調整の必要性の判断に

ついて、病棟看護師と退院調整室看護師の判
断の相違を把握することを目的とし、平成 24
年 6 月 1 日から同年 6 月 30 日までの入院患
者のうち病棟看護師による退院調整スクリ
ーニングシート入力データと退院調整室の
判断データを閲覧した。 
 
(3)在宅療養者が日常生活の継続に必要なニ
ーズ調査（平成 24 年度） 
在宅療養が継続できずに2ヶ月以内に再入

院した患者 29 名を対象に面接調査を実施し
た。 
 
(4)在宅療養者のための看護退院サマリーを
用いた生活支援システムの設計 
入院中の患者に応じた退院後の療養生活

への各職種からのアドバイスを一覧できる
ように集約した。さらに看護退院サマリーか
ら生活支援情報を抽出するに際して前述の
(1)から(3)の調査結果を考慮し、在宅療養者
が必要とする情報の記述がしやすいように
記述枠を設定した。一部電子版も試作した。 
 

(5)倫理的手続き 
研究代表者の所属機関（23 愛県大管理第

12-36 号、24 愛県大管理第 6-27 号、25 愛県
大管理第 7-12 号）および調査対象施設の研
究倫理審査委員会の承認を得て実施した。 
 

４．研究成果 
(1)病棟看護師の退院支援に関する調査（平
成 23 年度）6) 
質問紙の回収は 173 名であった（回収率

80.1%）。回答の結果は、自記式の自己評価に
基づくものであることを考慮した上で、以下
のことが明らかとなった。 
退院支援が必要な患者について、退院後療

養生活が予測できた患者の割合（中央値）は、
入院時に46.2%であったが、退院時には78.4%
となり、入院中に退院後療養生活の予測につ
いて約 32%の獲得が示された。看護師が退院
後の療養生活を予測できた患者の割合は、経
験年数が 3 年以上 15 年未満で入院時、退院
時ともに経験年数とともに高くなる傾向で
あった。経験年数が 3 年未満は、3 年以上 7
年未満よりも退院後療養生活について予測
割合がやや高く、看護退院サマリーにおいて

も在宅療養を意識した記載を心がけている
傾向が示され、看護基礎教育の影響が示唆さ
れた。退院支援に関連する情報収集やアセス
メントで「ほとんどいつも困難」の割合が最
も高値であった項目は、｢患者に適した具体
的な家族以外による介護体制や社会資源の
利用方法｣（17.4%）であった。 
病棟看護師の退院支援に関する難易度が

高い項目を把握した上で、院内教育の内容や
チェック式記録方法の開発などを取り入れ
た退院支援に関するシステム構築へと発展
させることが重要であることが示唆された。
退院サマリーの患者への活用については、今
後の検討課題となった。 
 
(2)病院で現在稼働している退院調整スクリ
ーニング支援システムに関する検討（平成 24
年度） 
対象患者のデータ 1161 名のうち、27 名で

退院調整の必要性について病棟看護師と退
院調整室看護師の間で判断の相違があった。
相違があった患者の記録者である病棟看護
師の看護師経験年数は、5 年未満が 33.3%、
5-9 年が 22.2%、10-19 年が 25.9%、20 年以上
が 18.5%であり、経験年数に一定の傾向は認
められなかった。現在稼働している退院調整
スクリーニング支援システムは、評価項目を
チェックすることにより自動的に退院調整
の必要有無を判断できるシステムになって
いるが、特に介護保険認定の状況など在宅療
養に必要な情報の看護退院サマリーへの反
映の必要性が検討された。 
 
(3)在宅療養者が日常生活の継続に必要なニ
ーズ調査（平成 24 年度） 
面接調査の結果から、今回入院直前の退院

時に、看護師から具体的な生活支援（入浴時
や浴槽整備の留意点など）がされていた例は
ほとんどないことを把握し、これらの項目に
ついての看護退院サマリーへの反映を検討
した。 
 
(4)在宅療養者のための看護退院サマリーを
用いた生活支援システムの設計 
｢私の療養生活手帳」は 7 章構成とした。

本研究は、医療機器の導入があること、およ
び日常生活動作がほぼ可能であることから、
まず、在宅酸素療法を導入する患者の療養手
帳を例に手帳の構成を考案した。装丁は、患
者情報の変更に応じるため、差し込みが可能
なようにバインダ式を用いた。 
第１章は、入院中にお伝えした「退院後に

気をつけること」について、そのアドバイス
を記入または説明されたメモを入院中の医
療職者または患者・家族により貼り付けるた
めの枠であり、本研究における生活支援シス
テムの開発の根幹である。その特色として、
次の 3点があげられる。 
①療養者およびその家族に対して 
ひとりの療養者には様々な社会資源が関



わり、職種間や、同一職種においてもその専
門性の観点から様々な対応をすることが生
じる。そこで、療養者が自ら保持している『私
の療養生活手帳』を必要時に提示することで
この療養者に対する支援にかかわる関係者
の意思統一がなされ、一定の方向性を保持し
た支援が提供されることが期待できる。療養
者にとってわかりやすい支援は、療養意欲を
高めることになり、意義がある。 
②地域の社会資源に対して 
療養者が利用する地域の社会資源で、急性

期病院から発信された「退院後に気をつける
こと」を参考にすることで、療養者に対して
一定の方向性をもって支援することができ、
急性期病院との連携の密度が濃くなること
が期待される。 
③急性期病院に対して 
病棟看護師が退院調整する際に在宅療養

における生活の様子をイメージして入院中
の看護を実践してゆくことは、その後に継続
する療養生活をよりスムーズに受け入れる
ことができると期待できる。患者の地域にお
ける療養生活をふまえた看護の提供とその
結果として退院時サマリーを作成してゆく
ことで、看護の質の向上や院内・院外連携が
発展することが期待できる。 
第 2章以降は、対象とする患者の疾患特性

にあわせた内容である。在宅酸素療法編の第
2 章は、安全に在宅で酸素療法を継続してゆ
くために必要な事項、患者にあわせた酸素の
使いかたのメモなど、第 3章は日常生活動作
の留意点、第 4章は生活空間を意識した患者
の日常生活での動線などの書き込み枠、第 5
章は服薬や感染予防に関することなどを設
けた。第 6章は緊急時の連絡先、第 7章は介
護についての行政等との連絡についての内
容で構成されている。 
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